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６月24日（火）、ROTOBOはロシア情報提供セミナー「現在の状況下におけるロシアビジネスと戦略

産業規制」をオンラインで開催し、関係者を含めて92名が参加した。今回のセミナーでは、旧PwCロ

シア、現Technologies of Trust（TeDo）の法務・税務コンサルタントにご登壇いただき、①「非友好国」

企業のロシア市場復帰に向けた立法動向と留意点、②地下資源利用分野における外国投資関連

法の改訂の動き、といった問題を中心にお話をしていただいた。 

2025年２月の米ロ交渉開始とともにロシア・ウクライナ戦争が新たな局面を迎える中で、撤退した

外国企業の復帰条件に関する議論がロシア政府、経済界、議会、メディアで繰り広げられている。主

として外資復帰の際、ロシアの国益およびロシア企業の利益をいかに守るかという点を中心に議論が

行われている。その中でも、「戦略産業」の利益を特に守らなければならないとされている。 

ちなみに、ロシアによるウクライナ侵攻後の外国企業の活動を規制するロシアの連邦法や大統領

令、政府決定などの各種の法的文書に関しては、ほぼすべて日本語の仮訳があり、ロシア語の原文

を含めてウェブサイト「ロシア進出企業情報提供ポータル」から閲覧できる。必要に応じてご参照いた

だきたい。 

【ロシア進出企業情報提供ポータル】 

ウクライナ情勢に関連したロシア政府による各種対応措置 

→https://www.jp-ru.org/laws/ （大統領令・政府決定等：時系列） 

→https://www.jp-ru.org/federal_laws/ （連邦法：時系列） 

→https://www.jp-ru.org/db/form_law/ （連邦法・大統領令・政府決定データベース） 
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